
企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

7 件 7 件

実
績

9 件 8 件

達
成
率

128.6 ％ 114.3 ％

目
標

5 件 5 件

実
績

5 件 4 件

達
成
率

100.0 ％ 80.0 ％

　平成29年度に係る公立大学
法人北九州市立大学評価委員
会の評価結果は、「Ａ（計画
どおり）」との評価を得てお
り、平成29年度の目標を達成
したため、「順調」と判断。

2,540,939 2,473,074 2,608,7621
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

　公立大学法人の設置
者として、地方独立行
政法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

順調

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

企画
課

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ

（概ね計画どお
り）

Ａ
(毎年度)

4,400

13,200

人数

人

0.90

人

係
長

0.30
課
長

人
職
員

課
長

　調査研究助成金について
は、助成実績では目標を達成
した。また、対象事業の成果
報告会を開催する等、成果に
ついて客観的な評価を行って
いる。
　大学連携促進助成金の申請
実績は目標に達成していない
が、適正に審査を行って交付
しており、大学連携の促進に
寄与していると判断されるた
め、「順調」と判断。

0.10

【評価の理由】
　公立大学法人北九州市立大
学の評価について、計画どお
りとの評価を得ている。
　また、「調査研究助成金の
助成実績」、｢大学連携促進
助成金の助成実績」共に着実
に実績をあげていることから
「順調」と判断。

【課題】
　引き続き大学の取組を注視
するとともに、助成金につい
ては、効果的な調査研究活動
の支援に努めていく必要があ
る。

0.30 人

―

―

　市内の教育研究機能
の充実を図るため、市
内の大学などに所属す
る教員等が行う「アジ
アや北九州市の社会経
済等の問題」及び「地
域の公共政策」に関す
る調査・研究に対する
助成を行う。

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

　引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化、地域へ
の貢献などを支援するととも
に、助成金については、ニー
ズに応じた効果的な調査研究
活動の支援に努めていく。

順調

―

Ａ
(H34年度)

0.30

Ⅰ-2-
(1)-② 
大学など
の教育研
究機能の
充実

Ａ
(H28年度)

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における中期
目標期間に係る業
務に対する評価

2

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における各事
業年度に係る業務
に対する評価

学術・研究振興
事業

社会貢献分野：
S（非常に優れ

ている）
　教育、研究、
管理運営分野：
A（良好であ

る）

Ａ
(計画どおり)

10件
(H26年度)

― ―

Ａ
(H28年度)

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定
なし

調査研究助成金の
助成実績

7件
(H30年度)

大学連携促進助成
金の助成申請実績

4件
(H26年度)

25件
(H27～31
年度)

7,9868,707
係
長

職
員

8,506 順調0.10 人

人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

5 本 5 本

実
績

9 本 8 本

達
成
率

180.0 ％ 160.0 ％

目
標

6 件 6 件

実
績

3 件 4 件

達
成
率

50.0 ％ 66.7 ％

順調

　平成29年度に係る公立大学
法人北九州市立大学評価委員
会の評価結果は、「Ａ（計画
どおり）」との評価を得てお
り、平成29年度の目標を達成
したため、「順調」と判断。

2,540,939 2,473,074 2,608,762 人3
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

　北九州市立大学地域
戦略研究所での地域研
究プロジェクト、受託
調査を通じて、地域研
究の高度化を推進す
る。

　引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化、地域へ
の貢献などを支援する。アジ
ア成長研究所については、平
成26～28年度の三年間の総合
評価を行った結果、一定の成
果が得られたことから現状の
体制を維持することとした。
今後も地域の政策課題や企業
活動等への貢献に重点を置い
た活動に努める。

人

係
長

0.20 人

職
員

0.20 人

【評価理由】
　公立大学法人北九州市立大
学の評価について、計画どお
りとの評価を得ている。アジ
ア成長研究所については、
「著名な学術雑誌への論文掲
載数」、「市民・企業・行政
向け講座等の開催数」におい
ては目標を上回っており、国
際的評価のランキングでも高
い評価を受けていることから
「順調」と判断。

【課題】
　アジア成長研究所について
は、今後も地域の政策課題や
企業活動等への貢献に重点を
置いて活動するとともに、引
き続き、研究活動については
外部資金を獲得するなど、不
断の努力を行う。

順調

順調

　外部資金獲得数では目標を
下回っているものの、著名な
学術雑誌への論文掲載数は目
標を上回るなど高いレベルの
研究活動を進めた結果、国際
的評価（RePEc）のランキン
グで国内機関10％以内の13位
に位置している。また、市
民・企業・行政向け講座等を
目標の10回を上回る17回開催
し、研究成果の地域への還元
にも努めているため、「順
調」と判断。

0.30

人0.10

―

　本市がアジアの中核
的な産業都市として持
続的な成長を実現する
ため、国際水準の知的
基盤の強化と地域への
知的貢献を目的とする
活動を行う（公財）ア
ジア成長研究所に補助
金を交付する。

―

6件
(毎年
度)

13,200 0.30

職
員

課
長

人0.90

Ａ
(H34年度)

―

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ

（概ね計画どお
り）

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(毎年度)

―

Ａ
(計画どおり)

150,000

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における各事
業年度に係る業務
に対する評価

係
長

Ａ
(H28年度)

Ａ
（計画どおり）

5本
(毎年
度)

―

単年度の目
標設定なし

Ⅰ-2-
(1)-④
シンクタ
ンクを活
用した調
査・研究
機能の強
化

―

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における中期
目標期間に係る業
務に対する評価

―

著名な学術雑誌へ
の論文掲載数

社会貢献分野：
S（非常に優れ

ている）
　教育、研究、
管理運営分野：
A（良好であ

る）

4

Ａ
(H28年度)

単年度の目
標設定なし

（公財）アジア
成長研究所補助
金

科学研究費を含む
外部資金獲得数

国際
政策
課

140,665 149,017 4,650

課
長
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

35.0 %

実
績

20.9 ％

達
成
率

59.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

　公立大学法人の設置
者として、地方独立行
政法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

6
国際ブリッジ人
材支援事業

―

社会貢献分野：
S（非常に優れ

ている）
　教育、研究、
管理運営分野：
A（良好であ

る）

―

単年度の
目標設定
なし

572

2,608,7622,473,074

―

―

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

単年度の
目標設定

なし

―

―

単年度目標
設定なし

Ａ
(H28年度)

―

ニーズ
把握

ニーズ
把握

Ａ
(H34年度)

Ａ
（計画どおり）

1,578

人0.30

0.20

係
長

職
員

Ａ
(毎年度)

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における各事
業年度に係る業務
に対する評価

Ａ
(計画どおり)

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ

（概ね計画どお
り）

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(H28年度)

課
長

2,540,939

課
長

職
員

7,550

人

13,200

0.30 人
係
長

人

人

【評価理由】
　公立大学法人北九州市立大
学の評価について、計画どお
りとの評価を得ている。
　留学生等と地元企業の相互
理解の促進については、さら
なる支援が必要であるが、
「北九州市留学生支援ネット
ワーク」により情報共有・連
携が図れたことや、就職支援
施策に係るニーズ把握も行っ
たことから、「順調」と判
断。

【課題】
　国際ブリッジ人材の支援に
ついては、引き続き、ネット
ワークを通じた情報共有や相
互理解を促す取組みを推進し
ていく中で、積極的な地元定
着促進に向けた課題の把握と
支援施策の検討が必要であ
る。

引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化、地域への
貢献などを支援する。国際ブリッ
ジ人材の支援については、引き
続き、ネットワークを通じた情報
共有や相互理解を促す取組み
を推進していく中で、市関係部署
と連携し、地元定着促進に伴う
課題をしっかり把握し、施策につ
なげていく必要がある。

やや
遅れ

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

―

ニーズ
把握

Ⅰ-2-(2)-
③ 
アジアなど
との架け
橋となる
人材の育
成

国際
政策
課

　留学生等の国際ブ
リッジ人材の受入（入
学）促進、学業・生活
支援及び地元企業就職
促進を体系的、効果的
に推進する「プラット
ホーム」を関係機関、
民間団体とともに設立
し、地域のグローバル
化や地域企業の国際競
争力アップを図る。

5

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における中期
目標期間に係る業
務に対する評価

―

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」の事務局として留
学生支援に関する情報を会員
間で随時共有すると共に企画
検討会2回、全体会を1回開催
した。また留学生実態調査を
実施し、結果を本ネットワー
ク全体会で報告し、留学生支
援に関するニーズを支援関係
機関と共有することができ
た。
　さらに、他局主催のイン
ターンシップ事業に留学生が
参加し地元企業と留学生の相
互理解が進んだ。
　しかしながら留学生の市内
企業の認知度が目標より低
かったため、「やや遅れ」と
判断。

順調

0.30

人

0.30

0.90

順調

　平成29年度に係る公立大学
法人北九州市立大学評価委員
会の評価結果は、「Ａ（計画
どおり）」との評価を得てお
り、平成29年度の目標を達成
したため、「順調」と判断。

35.0％
(H31年
度)

―

ニーズ
把握

―

―

5,712

8



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

実
績

達
成
率

目
標

100 件 100 件

実
績

114 件 151 件

達
成
率

114.0 ％ 151.0 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

　様々な機会を通じて聴取し
た外国人市民が抱える生活上
の不安等を、日本人市民も含
め広く知ってもらうことが、
多文化共生理解（多文化共生
の認知度向上）へもつながっ
ていくため、多文化共生意識
啓発の取組みと連携しなが
ら、効果的な事業実施に努め
ていく。
　また、多文化共生の担い手
としての外国人市民の育成も
促進していく。

単年度目標
設定なし

―

7
多文化共生推進
事業

国際
政策
課

　外国人市民が安心し
て暮らすことができる
多文化共生のまちづく
りを推進するため、外
国人市民が抱える生活
上の諸問題や支援に対
するニーズの把握を行
うと共に、本市施策の
課題等について意見を
聞くための会議を、年
2回程度開催する。

人0.05

人

2,325

3,075 順調

　昨年度実施した多文化共生
ディスカッションに換えて、
留学生向けバスツアーを2回
開催し、留学生から地元への
愛着と地元情報発信をテーマ
に意見を聞くことができた。
また、「多文化共生」という
言葉の認知度が向上したた
め、「順調」と判断。

8,000

―

4,367

8,000

80％
(H31年
度)

―

108件
（H26年
度）

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

43％
(H25年
度)

単年度目標
設定なし

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

単年度目標
設定なし

――

―

―

3,313

50％以上
（H27年度

～）

4,413

国際
政策
課

79.7％
(H26年
度)

200件
（H31年
度）

2,325

2,325

順調

0.10
係
長

4,3674,413 3,313

13,186

48,489 49,450

80％
(H31年
度)

職
員

人0.10

48,489

大変
順調

Ⅱ-3-
(3)-② 
外国人市
民の生活
環境の充
実

9
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

10

多文化共生によ
る地域コミュニ
ティ・エンパワ
メント創生事業

　日本語の不得手な外
国人市民へのサポート
として、行政機関や医
療機関（健康診査）に
通訳ボランティアを派
遣するとともに、災害
時通訳も含めた通訳ス
タッフのスキル向上を
図る。
　また、多言語等でわ
かりやすい生活情報の
提供をすることによ
り、外国人市民の安
全・安心な生活環境の
整備を推進する。

　外国人にとって、住
みやすい・住みたくな
る環境の整備を進める
ため、ニーズに対応し
た生活支援及び自立を
促し、多文化共生の担
い手として外国人自ら
活躍することにより本
市全体の活力を向上さ
せる。

国際
政策
課

8

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

79.7％
(H26年
度)

　日本語が不得手な外
国人市民に対して、地
域生活において必要と
なる情報を多言語で
様々な媒体により提供
するとともに、地域社
会で孤立することなく
日本人と共生できるよ
う支援を行う。

行政・医療通訳の
派遣件数

多文化共生推進
事業

国際
政策
課

Ⅱ-3-
(3)-① 
多文化共
生社会の
実現に向
けた体制
の構築

79.7％
(H26年
度)

80％
(H31年
度)

―

単年度目標
設定なし

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

【評価理由】
　外国人市民から直接意見を
聞く場を目標どおり2回開催
し、市民の「多文化共生」と
いう言葉の認知度ともに目標
を達成していることから「順
調」と判断。

【課題】
　様々な機会を通じて外国人
市民からのニーズを把握し、
外国人市民の生活支援や各種
施策につなげていくと共に、
支援を受ける側から、支援を
する側への人材の育成を図っ
ていく必要がある。

大変
順調

　留学生をはじめとする外国
人市民が増加する中、北九州
国際交流協会が開設する外国
人インフォメーションセン
ターにおいて、在留資格や戸
籍、住まい等に関する相談が
増えており、関係機関との連
絡会議等を開催するなど、連
携を密にしながら、効率的に
対応を行っている。相談人
数、相談件数（目標650人、
実績810人）とも昨年に引き
続き高水準で推移しているた
め、「大変順調」と判断。

【評価理由】
　北九州国際交流協会と関係
機関（保健師、学校、外国人
支援関係機関）との綿密な連
携や、外国人インフォメー
ションセンターの外国人市民
への認知の高まりなどが、行
政・医療通訳派遣の大幅な実
績向上につながっているた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　日本の生活に不安を抱える
外国人市民への支援は引き続
き必要であるが、次のステッ
プとして、外国人市民の自
助・共助を促すとともに、地
域コミュニティを支える力、
多文化共生の担い手として育
成、活躍支援をさらに推進し
ていく必要がある。

　行政通訳派遣は、事業委託
している北九州国際交流協会
と、市保健師や学校及び外国
人支援関係機関との連携によ
り、子育て関連を中心に大幅
に増加した。
　医療通訳派遣は、登録病院
制度創設により地域の小規模
医療機関への派遣が可能とな
り、派遣件数が大幅に増加し
ている。
　また、行政通訳、医療通訳
ともに、専門分野の外部講師
を招聘し、研修によるボラン
ティアのスキルアップに努め
ているため、「大変順調」と
判断。

　今後も北九州国際交流協会
と連携し、効率的・効果的な
外国人支援施策を進めてい
く。

　既存の地域生涯学習事業や
協会の子育て支援事業と連携
し、国際交流や多文化共生を
テーマとした事業内容とする
ことで、多文化共生の担い手
研修会としても位置づけられ
るよう開催の効率化を図って
いる。特に平成29年度は、専
任の地域連携コーディネー
ターを配置して取り組んだ結
果、外国人による講師派遣依
頼が大幅に増加したため、
「順調」と判断。

―

大変
順調

順調

9



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

70 %
課
長

0.05 人

実
績

95 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

135.7 ％
職
員

0.20 人

目
標

48 人 100 人

実
績

△ 198 人 △ 229 人

達
成
率

目
標 20 件 50 件

実
績

55 件 108 件

達
成
率

275.0 ％ 216.0 ％

48,489

　昨年度に引き続き、FMラジ
オ局を通じ、多言語により外
国人支援窓口の紹介を行うと
共に、番組の１コーナーを活
用し、多文化共生の活動者か
ら、市内での活動の紹介等を
広く伝えることができた。
　また、地域での多文化共生
理解を深める行事の後援事業
の増加し、市民向けの出前講
演により多文化共生について
認知度を高めているため、
「順調」と判断。

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

48,489
50％以上
（H27年度

～）

順調

順調

36,500

2,325

46,657
係
長

2.00

448人
（H28～
H32年
度）

55,500

4,413

49,450

4,367
50％以上
（H27年度

～）

50歳以上の「北九
州市すまいるクラ
ブ」登録件数

　北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦
略に人口減少対策の重
要な柱の１つとして位
置づける「定住・移住
の促進」を図るため、
首都圏におけるＰＲや
「北九州市版生涯活躍
のまち」の推進等に向
けて取り組むもの。

地方
創生
推進
室

国際
政策
課

　「多文化を受け入
れ、世界に開かれた魅
力ある地域づくりと人
づくり」というビジョ
ンのもと、多文化共生
の社会づくりを推進す
るとともに、幅広い市
民による国際交流活動
を促進して諸外国との
相互理解や友好親善を
深め、国際平和に寄与
する開かれたまちづく
りを推進する。

43％
(H25年
度)

北九州市への50歳
以上の転入者前年
度比増加数

43％
(H25年
度)

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

人

人

やや
遅れ

―
Ⅲ-1-
(1)-②
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

14
定住・移住促進
事業

31件
（H28年
12月）

220件
（H32年
度）

0人
（H27年
度）

　移住希望者会員登録制度
「北九州市すまいるクラブ」
会員数は、順調に増加してお
り、首都圏等での移住セミ
ナーなど積極的な情報発信や
移住支援体制の構築などを実
施している。
　一方、北九州市への50歳以
上の転入者は増加にならな
かったため、「やや遅れ」と
判断。

やや
遅れ

職
員

1.00

人

1.00

課
長

52,843

1,925 ―1,900

3,313

80%以上
(H31年
度)

5,650

国際
政策
課

Ⅱ-3-
(3)-③ 
市民の国
際理解の
促進

　本市への定住・移住促進に
向けて、本市の住みやすさや
魅力などの情報発信に取り組
むとともに、移住支援体制を
よりいっそう充実させてい
く。

【評価理由】
　移住希望者の会員登録など
が増加しており、また情報発
信に積極的に取り組んでいる
が、本市への50歳以上の転入
者の増加には至らなかったこ
とから「やや遅れ」と判断。

【課題】
　情報発信や移住支援体制を
充実させ、今後の実際の転入
者増加につなげていく必要が
ある。

　多文化共生の理解者の広が
りや担い手の育成につなげて
いくため、多文化共生の取組
みを積極的かつ効果的に広報
していく。

【評価理由】
　九州の北部・中部をエリア
とするFM放送を活用し、広く
北九州市の多文化共生の取り
組みを紹介できたこと、多文
化共生をテーマにした地域事
業が増えたことが、多文化共
生の認知度を高めた要因と考
えられる。
　青少年国際理解推進事業に
おいては、参加者から国際理
解が進んだとの回答が多く寄
せられたことから「順調」と
判断。

【課題】
　多文化共生の取組みを積極
的に広報することで、啓発事
業への参加を促し、多文化共
生の理解者の広がりを図る必
要がある。
　協会職員の減員により地域
連携コーディネーターが兼任
職となったため、今後のマン
パワーの維持も課題である。

　国際交流団体や市民を幅広
く巻き込んだ啓発に努め、多
文化共生の意識付けを行って
いる。また、国際交流員の派
遣については、依頼先に広が
りが見られる。
　また、地域連携コーディ
ネーターの配置によって、新
たな視点の多文化共生イベン
トを数多く開催することがで
きたため、「順調」と判断。

順調

3,075
大変
順調

　ホストファミリーのアン
ケート結果によると、「国際
理解が進んだ」の回答が目標
を大きく上回ったため、「大
変順調」と判断。

多文化共生推進
事業

11

13
青少年国際理解
推進事業

　日本人市民に対し
て、多文化共生に関す
る意識啓発や国際交流
の機会や場の提供を行
うことで、外国人を受
け入れる地域づくりを
目指すとともに、すべ
ての市民が安心して暮
らし、自己の能力を発
揮できる「多文化共生
先進都市」としてのま
ちづくりを推進する。

　米国姉妹都市からの
訪問団受入など、異文
化交流体験を通じて、
青少年の国際感覚を醸
成し、国際理解を推進
する事業の実施によ
り、多文化共生の意識
啓発とともにグローバ
ル人材の育成を目指
す。

国際
政策
課

12
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

参加者の国際理解
の推進（アンケー
ト結果）

―

―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

3万 人 5万 人
課
長

0.30 人

実
績

2万8千 人 2万2千 人
係
長

0.30 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

3万 人 5万 人

実
績 2万8千 人 2万2千 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

―

20万人
（H28～
31年
度）

診断の実施

22,583

課
長

北九州都市圏域内
への観光客数

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

世界
遺産
課

世界
遺産
課

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

―

　国や関係自治体、所
有者等との連携のも
と、遺産価値の保全に
つとめる。

資産の耐震
診断の実施

集計中

集計中

現状把握
のための
調査継続

3,640万人
(H27年度)

0.30

16
世界遺産登録資
産保全活用事業

Ⅲ-2-
(1)-①
近代化遺
産などの
文化財の
保存・継
承

15
世界遺産推進事
業

保全計画
策定

（H31年
度）

31,917

8,068

26,200

8,100

やや
遅れ

12,600

8,700

11,355 995

20万人
（H28～
31年
度）

33,503

―

順調8,700 人

8,700

職
員

0.30 人

人

0.30
係
長17

世界遺産関連連
携事業

　本市の特色を活かし
ながら、世界遺産を含
む北九州市の取組みを
効果的に発信できる
ツールの開発や機会を
増やし、幅広い世代・
地域の来訪者を呼び込
む。

世界
遺産
課

3,658万人
（H31年
度）

178.6万人
(H31年度)

　子供向けイベントの実施や地
域の祭への参加（出展）など、
世界遺産の理解促進に努めた。
また課題であったトイレや駐車
場を確保し、眺望スペースに行
きやすい環境づくりも進んだも
のの、眺望スペースの来場者数
は目標に達しなかったため、
「やや遅れ」と判断。

順調

順調

　眺望スペースの来場者数は
目標に達しなかったが、新た
な試みとして市内外の学校へ
の社会見学や修学旅行誘致に
取り組んだこと、新観光ツー
ルとしてVR体験サービスを開
始するなど、集客増に向けた
土台作りが進んだため、「順
調」と判断。

　予定していた旧鍛冶工場、
修繕工場の耐震診断を実施し
たため、「順調」と判断。

　世界遺産登録された構成資
産の保全を行っていくと共
に、関係機関と連携してイン
タープリテーション（理解増
進・情報発信）の取組みを推
進し、観光資源としての魅力
向上を図っていく。

【評価理由】
　世界遺産登録後、資産保全
に向けた調査を計画通り進め
ると共に、理解促進・集客増
に向け、市内外の学校への働
きかけやVR導入、トイレ・駐
車場の確保等を行い、観光資
源としての付加価値向上が進
んだことから「順調」と判
断。

【課題】
　登録後2年が経過している
ことから、世界遺産の魅力を
伝えるための更なる情報発信
の強化が必要。また、社会見
学や修学旅行等のモデルコー
スとなり得る市内各所への周
遊促進など市内への長時間滞
在に繋げていく必要がある。

177万人
（H27年度）

　ユネスコ世界遺産に
登録された官営八幡製
鐵所関連施設につい
て、その価値の理解増
進のため、来訪者受入
れ環境の整備はもとよ
り、市内外へ向けた広
報・ＰＲ活動を展開す
る。

登録資産の保全 資産の建物
調査の実施

―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

調査の実施

―

―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

35.0 ％

実
績

20.9 ％

達
成
率

59.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 件
課
長

0.50 人

実
績

301 件
係
長

0.60 人

達
成
率

100.3 ％
職
員

1.50 人

目
標

1,000 人
課
長

0.30 人

実
績

2,457 人
係
長

1.50 人

達
成
率

245.7 ％
職
員

0.30 人

―

1,578
　国際ブリッジ人材の支援に
ついては、引き続き、ネット
ワークを通じた情報共有や相
互理解を促す取組みを推進し
ていく中で、市関係部署と連
携し、地元定着促進に伴う課
題をしっかり把握し、施策に
つなげていく必要がある。
　北九州市未来人材支援事業
（奨学金返還支援事業）につ
いては、初年度から実績が上
がっていることから、平成31
年度は市内企業への就職、定
住する人がさらに増えるよう
事業の周知に努める。

係
長

0.30

0.30 人

順調

18
国際ブリッジ人
材支援事業

国際
政策
課

　留学生等の国際ブ
リッジ人材の受入（入
学）促進、学業・生活
支援及び地元企業就職
促進を体系的、効果的
に推進する「プラット
ホーム」を関係機関、
民間団体とともに設立
し、地域のグローバル
化や地域企業の国際競
争力アップを図る。

Ⅳ-3-
(1)-② 
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

ニーズ
把握

35.0％
(H31年
度)

ニーズ
把握

―
企画
課

―

0.20 人

ニーズ
把握

―

単年度目
標設定な

し

職
員

課
長

7,550572

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

－

Ⅳ-3-
(2)-① 
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援

20
東京
事務
所

大変
順調

【評価理由】
　若年者の就業意識の啓発や
能力開発・就職活動への支援
のためのイベントを実施する
とともに、イベントを契機と
したネットワーク登録者数が
目標を大幅に上回ったことか
ら「大変順調」と判断。

【課題】
　交流人口の拡大、U・Ｉ
ターン就職を推進するため、
ネットワーク登録者に対し、
今後も効果的な情報を継続的
に提供する必要がある。

大変
順調

　東京から北九州市へ
の交流人口の拡大（観
光客の増）、U・Iター
ン就職や移住など地方
創生を推進するため、
首都圏における新たな
シティプロモーション
の取組みとして、北九
州市の魅力発信イベン
ト「KitaQフェス」を
実施するもの。

KitaQフェス（学
園祭）開催事業

5,712

245,000

人
やや
遅れ

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」の事務局として留
学生支援に関する情報を会員
間で随時共有すると共に企画
検討会2回、全体会を1回開催
した。また留学生実態調査を
実施し、結果を本ネットワー
ク全体会で報告し、留学生支
援に関するニーズを支援関係
機関と共有することができ
た。
　さらに、他局主催のイン
ターンシップ事業に留学生が
参加し地元企業と留学生の相
互理解が進んだ。
　しかしながら留学生の市内
企業の認知度が目標より低
かったため、「やや遅れ」と
判断。

　イベントを契機としたネッ
トワーク登録者数の実績が目
標を大きく上回ったため、
「大変順調」と判断。

20,000 20,000

－ 順調23,000260,000

イベントを契機と
したネットワーク
の構築

ニーズ
把握

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

20,700

交付候補者申請件
数

0人
（H28年
度）

　北九州市内の企業で
中長期的に活躍し、本
市の産業を担う人材を
全国から確保・育成す
ることを目的に、市内
企業への就職と定住を
条件に新卒者の奨学金
返還を支援する。

19
北九州市未来人
材支援事業

900件
(H29～31
年度)

―

累計
2,000人

　北九州市未来人材支援事業
（奨学金返還支援事業）につ
いて学生に周知し、目標を上
回る交付候補者の申請があっ
たため、「順調」と判断。
　今後は、市内の認定企業に
就職した交付対象者に対し
て、交付の準備を行う。

【評価理由】
　北九州市未来人材支援事業
（奨学金返還支援事業）につ
いては目標を上回る交付候補
者の申請があり、また国際ブ
リッジ人材の支援については
留学生等と地元企業の相互理
解の促進のためさらなる支援
が必要であるが、「北九州市
留学生支援ネットワーク」に
より情報共有・連携が図れた
ことや、就職支援施策に係る
ニーズ把握も行ったことか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　国際ブリッジ人材の支援に
ついては、引き続き、ネット
ワークを通じた情報共有や相
互理解を促す取組みを推進し
ていく中で、積極的な地元定
着促進に向けた課題の把握と
支援施策の検討が必要であ
る。

　「KitaQフェス」の実施を通し
て、東京から北九州市への交流
人口の拡大、U・Ｉターン就職や
移住などを推進していく。

―

― ―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

80.9 ％ 82.4 ％

達
成
率

89.9 ％ 91.6 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

84.8 ％ 86.1 ％

達
成
率

94.2 ％ 95.7 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

80.9 ％ 82.4 ％

達
成
率

89.9 ％ 91.6 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

84.8 ％ 86.1 ％

達
成
率

94.2 ％ 95.7 ％

　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサ
イト「北九州市　時と
風の博物館」を通じ
て、本市の魅力を発
掘・再発見し、さらに
情報の共有や補足等を
行うことで、地域資源
を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

21

　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサ
イト「北九州市　時と
風の博物館」を通じ
て、本市の魅力を発
掘・再発見し、さらに
情報の共有や補足等を
行うことで、地域資源
を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

90.0%
(H31年
度)

12,353 8,700 人0.3011,301

0.3011,301

課
長

13,766

13,766 順調

順調

人

8,700

職
員

0.30

係
長

　「本市への愛着がある」
「本市が好きだ」と答えた市
民の割合は、目標値は下回っ
たものの、実績は前年値を上
回っているため、「順調」と
判断。

課
長

係
長

職
員

人

人

人0.30

　「本市への愛着がある」
「本市が好きだ」と答えた市
民の割合は、目標値は下回っ
たものの、実績は前年値を上
回っているため、「順調」と
判断。

順調

Ⅳ-4-
(2)-①
戦略的な
シティプ
ロモー
ションの
展開

22
北九州市魅力発
信事業

地方
創生
推進
室

Ⅳ-4-
(1)-① 
北九州の
魅力づく
り

地方
創生
推進
室

北九州市魅力発
信事業

90.0%
(H31年
度)

0.30

12,353 順調

人

0.30

79.3%
(H25年
度)

本市への愛着があ
ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合

78.5%
(H25年
度)

79.3%
(H25年
度)

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(H31年
度)

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

90.0%
(H31年
度)

【評価理由】
　北九州市の魅力づくりのた
めに、「北九州市　時と風の
博物館」が、一定の成果を収
めていることから「順調」と
判断。

【課題】
　若い世代を視野に入れた、
全体的に広がりのある、より
多くの市民を巻き込むような
取り組みを展開する必要があ
る。

【評価理由】
　北九州市の魅力を戦略的に
プロモートしていくために、
「北九州市　時と風の博物
館」が、一定の成果を収めて
いることから「順調」と判
断。

【課題】
　幅広い世代に向けて、より
多くの市民を巻き込むような
取り組みを展開する必要があ
る。

　北九州市民や市出身者が自
ら北九州市の魅力を発信して
いく輪を広げ、北九州市への
愛着・自信・誇りを高めてい
くために、ウェブサイト「北
九州市　時と風の博物館」を
通じて、特に20歳以下の若い
世代に対して、シビックプラ
イドの向上や地域情報の効果
的な浸透を図る。

　北九州市の魅力について、
市民や市出身者だけでなく、
首都圏や福岡市の住民や若者
世代もターゲットに、「情報
発信・取材協力事業」とも連
携して、統一的かつ効果的な
シティプロモーションを図
る。

本市への愛着があ
ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

84.8 ％ 86.1 ％

達
成
率

94.2 ％ 95.7 ％

目
標

実
績

57.4 ％

達
成
率

目
標

5.0 ％ 5.0 ％

実
績

8.0 ％ 8.6 ％

達
成
率

40.0 ％ 28.0 ％

目
標

実
績

2,931 件 1,667 件

達
成
率

72.1 ％ 56.9 ％

目
標

実
績

約6,600
万
円

約3,600
万
円

達
成
率

85.7 ％ 54.5 ％

16.8%
(H23年
度)

8,700
北九州市魅力発
信事業

　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサ
イト「北九州市　時と
風の博物館」を通じ
て、本市の魅力を発
掘・再発見し、さらに
情報の共有や補足等を
行うことで、地域資源
を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

―

75.0%
（H30年
度）

5.0％
(H31年
度)

係
長

0.30

0.30
課
長

職
員

順調

人

12,353 11,301 人

　「市外からの来訪者に対
し、北九州市の魅力をいくつ
伝えることが出来ますか」と
の質問に対し「思いつかな
い」「無回答」と答えた市民
の割合は悪化したものの、
「本市が好きだ」と答えた市
民の割合が前年度を上回って
いる。
　また、「北九州市応援団員
の数」は、1,069人であり、
目標値1,200人は下回ったも
のの、前年比達成率は1.3％
増となったため、「順調」と
判断。

人

0.30

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

78.5%
(H25年
度)

―

前年度比増

市外からの来訪者
に対し、「北九州
市の魅力をいくつ
伝えることができ
ますか」との質問
に対し、「思いつ
かない」「無回
答」と答えた市民
の割合

本市への誇りや自信
があると答えた（肯
定的な回答をした）
市民の割合

寄附金額

人

職
員

人0.05
係
長

課
長

人

0.01

0.20

やや
遅れ

やや
遅れ

　「北九州市が好き」「北九
州市が誇り」「北九州市と関
わりたい」と思い、市民や市
出身者が自ら北九州市の魅力
を発信していく輪を広げ、北
九州市への愛着・自信・誇り
を高めていくために「北九州
市応援団の集い」の開催や北
九州市応援団への戦略的な情
報発信等を通して、本市の魅
力を市内外で共有し、口コミ
などを活用したシティプロ
モーションを図る。
　ふるさと寄附金について
は、平成30年度は、返礼品の
調達方法の見直しや様々なPR
媒体を活用するなどの対策を
行い、寄附件数の増加を図る
こととする。今後は主に首都
圏在住者への効果的なPRを実
施し寄附金額の増加を図る。

　返礼品数の増加など魅力向
上に努めたが、他自治体の影
響を受け、寄附件数、金額と
もに前年を下回ったため、
「やや遅れ」と判断。

【評価理由】
　「北九州市応援団」への情
報発信活動や会員募集につい
て、また「北九州市　時と風
の博物館」の登録点数につい
て、一定の成果を収めてはい
るが、未だ目標に達していな
い。
　ふるさと寄附金については
平成28年度に比べ、返礼品メ
ニュー数は増加しているが、
寄附件数及び寄附金額は減少
している。
　以上のことから「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　北九州市の都市ブランド推
進に向け、更に市民の意識を
高め、「北九州市応援団」に
対して情報発信するべく、更
なる本市の魅力づくりや戦略
的な情報発信を行う必要があ
る。
　ふるさと寄附金について
は、返礼品の内容や種類を工
夫するほか、ホームページ等
のインターネットやマスコミ
を活用した効果的なPRを行う
必要がある。

寄附件数

前年度
（4,068件）

比増

前年度比増

14,894

13,766

90.0%
(H31年
度)

Ⅳ-4-
(2)-②
北九州を
応援する
人のネッ
トワーク
による情
報発信

34,500

約450万円
（H24年
度）

56.7%
(H25年
度)

23

地方
創生
推進
室

24

　「ふるさと北九州市
応援寄附金」について
ＰＲし、寄附件数及び
寄附金額の増加を図
る。
　また、寄附金の使い
道を寄附者が選択でき
る仕組みと一定額以上
の寄附者に対する地元
特産品等の贈呈を通
じ、本市の魅力を全国
に発信する。

地方
創生
推進
室

2,11528,433

46件
（H24年
度）

ふるさと寄附金
促進事業

前年度（約
7,700万円）

比増

―

14



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

18 位 19 位

達
成
率

目
標

実
績

12 位 17 位

達
成
率

目
標

課
長

2.00 人

実
績

係
長

3.00 人

達
成
率

職
員

3.00 人

全公共施設
（H26年
度）

順調

 「北九州市公共施設マネジ
メント実行計画」の着実な推
進を図るため、「公共施設マ
ネジメント5ヶ年行動計画」
に基づき、PDCAサイクルで評
価・見直しを行い、概ね計画
どおり実施した。
　また、門司区の門司港地域
と大里地域は、特に老朽化が
進んでいる公共施設が集中し
ていることから、実行計画の
基本方針や施設分野別実行計
画等に基づく公共施設の再配
置をモデルプロジェクトとし
て進めている。
　門司港地域では集約先の検
討調整を進めるとともに、大
里地域では基本計画を策定す
るなど、計画の実現に向けた
具体的な取り組みが進んでい
るため、「順調」と判断。

人

Ⅴ-3-
(2)-② 
公共施設
の転活用
などの検
討

26
公共施設マネジ
メント推進事業

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

　「公共施設マネジメ
ント実行計画」に基づ
き、公共施設に関する
将来的な財政負担を軽
減するための取り組み
を進める。

課
長

0.30

10,282

職
員

係
長

0.30

―

人30,000 10,950

0.60

北九州市の認知度
（地域ブランド調
査によるもの）

19位
(H25年
度)

人

12位以内 10位以内

―

32,400

Ⅳ-4-
(2)-③ 
都市イ
メージの
向上

25
情報発信・取材
協力事業

地方
創生
推進
室

10位以内
(毎年度)

―

　本市の認知度と都市
イメージの向上を図る
ため、新聞、雑誌、テ
レビ、インターネット
等のマスメディアを通
じた本市のＰＲに取り
組む。

10位以内
(毎年度)

36,000

12位以内 10位以内

28,922
やや
遅れ

―

公共施設保有量の
縮減

15位
(H25年
度)

約20％削減
（H67年
度）

―

―

―

―

19,059

― ―

北九州市の情報接
触度
（地域ブランド調
査によるもの）

75,500

【評価理由】
　マスコミによる情報発信件
数は増加しているが、地域ブ
ランド調査における順位は落
としたことから「やや遅れ」
と判断。

【課題】
　新たな層への情報発信方法
を検討し、露出の増加を図
る。

　ビジネス誌など、これまで
行ってきた情報発信に加えて
インターネット等の新たな媒
体、方法での情報発信を行
う。

　雑誌・新聞やテレビ・ラジ
オ等のマスコミによる情報発
信件数は増加しているが、地
域ブランド調査による認知
度、情報接触度ともに順位を
落としたため、「やや遅れ」
と判断。

順調

　計画の推進にあたっては、
今後も「公共施設マネジメン
ト5ヶ年行動計画」により進
捗状況の的確な把握及び評価
を行い、公共施設マネジメン
トの取り組みを継続的に進め
ていくとともに、モデルプロ
ジェクトに関しては、再配置
計画の具体化に向けた検討・
調整等を進めていく。

やや
遅れ

【評価理由】
　予定どおり事業を実施する
ことができたことから「順
調」と判断。

【課題】
　課題の進捗状況を的確に把
握し、評価を行いながら進め
ていくなどの実効性の確保が
必要。
　計画の推進にあたって、市
民説明や市民意見の把握に努
めるなど、丁寧な取り組みを
進める必要がある。

15



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

3万 人 5万 人
課
長

0.30 人

実
績

2万8千 人 2万2千 人
係
長

0.30 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

3万 人 5万 人

実
績

2万8千 人 2万2千 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

集計中

―

集計中

―

資産の耐震
診断の実施

資産の建物
調査の実施

― ―

保全計画
策定

（H31年
度）

―

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H27年度)

8,068 33,503

12,600

現状把握
のための
調査継続

診断の実施

20万人
（H28～
31年
度）

北九州都市圏域内
の宿泊者数

177万人
（H27年度）

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

世界遺産登録資
産保全活用事業

　国や関係自治体、所
有者等との連携のも
と、遺産価値の保全に
つとめる。

28

調査の実施

―

登録資産の保全 8,100

26,200

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

0.30

0.30

職
員

3,658万人
（H31年
度）

11,355
係
長

課
長

8,700

178.6万人
(H31年度)

20万人
（H28～
31年
度）

29
世界遺産関連連
携事業

Ⅴ-3-
(2)-③
近代化遺
産などの
文化財の
活用

995 8,700 人0.30

　眺望スペースの来場者数は
目標に達しなかったが、新た
な試みとして市内外の学校へ
の社会見学や修学旅行誘致に
取り組んだこと、新観光ツー
ルとしてVR体験サービスを開
始するなど、集客増に向けた
土台作りが進んだため、「順
調」と判断。

　子供向けイベントの実施や地
域の祭への参加（出展）など、
世界遺産の理解促進に努めた。
また課題であったトイレや駐車
場を確保し、眺望スペースに行
きやすい環境づくりも進んだも
のの、眺望スペースの来場者数
は目標に達しなかったため「や
や遅れ」と判断。

　予定していた旧鍛冶工場、
修繕工場の耐震診断を実施し
たため、「順調」と判断。

順調

人

人

順調

やや
遅れ

世界
遺産
課

　本市の特色を活かし
ながら、世界遺産を含
む北九州市の取組みを
効果的に発信できる
ツールの開発や機会を
増やし、幅広い世代・
地域の来訪者を呼び込
む。

世界
遺産
課

世界
遺産
課

　ユネスコ世界遺産に
登録された官営八幡製
鐵所関連施設につい
て、その価値の理解増
進のため、来訪者受入
れ環境の整備はもとよ
り、市内外へ向けた広
報・ＰＲ活動を展開す
る。

8,70031,917
世界遺産推進事
業

27

【評価理由】
　世界遺産登録後、資産保全
に向けた調査を計画通り進め
ると共に、理解促進・集客増
に向け、市内外の学校への働
きかけやVR導入、トイレ・駐
車場の確保等を行い、観光資
源としての付加価値向上が進
んだことから「順調」と判
断。

【課題】
　登録後2年が経過している
ことから、世界遺産の魅力を
伝えるための更なる情報発信
の強化が必要。また、社会見
学や修学旅行等のモデルコー
スとなり得る市内各所への周
遊促進など市内への長時間滞
在に繋げていく必要がある。

順調

　世界遺産登録された構成資
産の保全を行っていくと共
に、関係機関と連携してイン
タープリテーション（理解増
進・情報発信）の取組みを推
進し、観光資源としての魅力
向上を図っていく。

22,583
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

4 件 4 件

実
績

4 件 3 件

達
成
率

100.0 ％ 75.0 ％

目
標

5 件 5 件

実
績

4 件 4 件

達
成
率

80.0 ％ 80.0 ％

目
標

330 人 330 人
課
長

0.30 人

実
績

304 人 392 人
係
長

0.40 人

達
成
率

92.1 ％ 118.8 ％
職
員

1.00 人

目
標

110 人 110 人
課
長

0.18 人

実
績

123 人 361 人
係
長

0.30 人

達
成
率

111.8 ％ 328.2 ％
職
員

0.50 人

目
標

20 人 20 人
課
長

0.17 人

実
績

14 人 17 人
係
長

0.30 人

達
成
率

70.0 ％ 85.0 ％
職
員

0.40 人

330人以上
（毎年
度）

カンボジア及びア
セアン新規交流都
市との交流事業参
加者延べ人数

会員都市間ネット
ワークの活用によ
る共同プロジェク
トの件数

5,140

2,458

14,950

906

2,707

1,671

8,080

110人以上
（毎年
度）

20人以上
（毎年
度）

―

4件以上
（毎年
度）

東アジア経済交流
推進機構における
会議数

アジ
ア交
流課

　発展著しいアセアン
地域において、都市間
連携、経済交流の推
進・強化のため、カン
ボジア・プノンペン都
との都市間連携強化を
行うとともに、その他
の都市との新規交流可
能性を検討する。

　姉妹・友好都市を中
心とした海外諸都市と
の様々な分野での交流
推進を図るため、訪問
団の受入れや本市から
の訪問団派遣等の交流
事業を行う。

　平成16年11月に、日
中韓10都市により｢東
アジア経済交流推進機
構｣を設立（現在11都
市）。
　｢国際ビジネス｣、｢
環境｣、｢観光｣、｢ロジ
スティクス｣の４部会
を設けて経済交流活動
を行っている。
　本市は、本機構の事
務局を構成し、機構活
動の円滑化と活性化に
貢献するとともに、本
市企業の国際ビジネス
拡大に資する活動を実
施する。

30

ASEAN新都市間連
携促進事業

Ⅶ-1-
(1)-① 
「東アジ
ア経済交
流推進機
構」事業
の推進

アジ
ア交
流課

21件
（H27～
31年
度）

東アジア経済交
流推進機構推進
事業

135人
（H26年
度）

4件
（H26年
度）

0.50

人

順調

　ロジスティクス部会は、平
成29年度は開催の必要がなく
目標より少なくなったこと
や、大連市で開催予定であっ
た観光部会の共同プロジェク
トの実施が延期となったこと
から、目標達成とならなかっ
たが、環境部会や国際ビジネ
ス部会等の部会会議について
はほぼ計画通りの実施となっ
たため、「順調」と判断。

　カンボジアフェスティバル
に小倉祇園太鼓の派遣を行っ
て「北九州市」をPRし、交流
事業件数において目標を達成
したほか、交流人数において
は目標数より少なくなった
が、姉妹都市実務者会議の実
施や、安倍総理主催晩餐会に
プノンペン都の姉妹都市とし
て地方自治体で唯一招待を受
け市長が出席する等、都市間
のネットワーク強化に結びつ
く交流があったため、「順
調」と判断。

343人
（H26年
度）

順調

0.50

8,298
係
長

人7,325

課
長

0.20 人

職
員

11,050

Ⅶ-1-
(1)-② 
都市間交
流・連携
の推進

国際交流事業

姉妹・友好都市を
中心とした海外諸
都市との交流事業
参加者延べ人数

32
アジ
ア交
流課

33

　アセアン諸国などア
ジアの新興国との経済
交流やシティプロモー
ションを進める。

アジ
ア交
流課

― 7,955

【評価理由】
　ASEAN新都市間連携促進に
ついては、参加のべ人数が目
標に達しなかったものの、事
業数では目標を達成している
こと、また、国際交流事業及
び、アジアゲートウェイ推進
事業については、実施件数、
参加延べ人数ともに目標に達
していることから「順調」と
判断。

【課題】
　姉妹・友好都市との着実な
交流の推進に加え、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流によるシティプロモーショ
ンを進める。

　交流事業の実施件数（目
標：7件、実績：13件）、交
流事業参加者延べ人数ともに
目標数を超えているため、
「大変順調」と判断。

順調

　交流事業の実施件数（目
標：30件、実績：37件）、交
流事業参加者延べ人数ともに
目標数に達しているため、
「順調」と判断。

アジアゲート
ウェイ推進事業

31

3,554
大変
順調

順調

順調3,000

5,265

アセアン諸国など
アジアの新興国と
の交流事業参加者
延べ人数

8,820

1,714

　平成28年度に行った第三者
評価委員会からの提言等をも
とに、機構の活動の改革を行
い、活性化及び効率化を図
る。

　姉妹・友好都市、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流・連携をいっそう強化して
いく。

【評価理由】
　部会が開催された3部会で
は会員都市が参加し、都市間
ネットワークが強化された。
特に「環境部会」では、企業
との新規契約を得るなど、一
定の成果があることから「順
調」と判断。

【課題】
　商工会議所の積極的な参加
を促し、そこから各会員都市
に所在する企業を機構活動に
取り込むことにより機構活動
の活性化が求められる。
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

70 ％ 70 ％

実
績

87.2 ％ 86.8 ％

達
成
率

124.6 ％ 124.0 ％

目
標

300 社 300 社

実
績

466 社 449 社

達
成
率

155.3 ％ 149.7 ％

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.20 人

　昨年度に引き続き、FMラジ
オ局を通じ、多言語により外
国人支援窓口の紹介を行うと
共に、番組の１コーナーを活
用し、多文化共生の活動者か
ら、市内での活動の紹介等を
広く伝えることができた。
　また、地域での多文化共生
理解を深める行事の後援事業
の増加、市民向けの出前講演
により多文化共生について認
知度を高めているため、「順
調」と判断。

2,325

5,650 順調37
多文化共生推進
事業

36
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

50％以上
（H27年度

～）

50％以上
（H27年度

～）

43％
(H25年
度)

3,313 4,367

48,489 49,45048,489

4,413

―

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

43％
(H25年
度)

85％
（H26年
度）

3,075

課
長

　国際交流団体や市民を幅広
く巻き込んだ啓発に努め、多
文化共生の意識付けを行って
いる。また、国際交流員の派
遣については、依頼先に広が
りが見られる。
　また、地域連携コーディ
ネーターの配置によって、新
たな視点の多文化共生イベン
トを数多く開催することがで
きたため、「順調」と判断。

順調

―

―

―

―

―

―

―

【施策の内容】
　文化や芸術、スポー
ツを通じた国際交流に
より、多くの市民と外
国の方々が触れ合える
環境を整え、異文化へ
の理解促進を図る。

　日本人市民に対し
て、多文化共生に関す
る意識啓発や国際交流
の機会や場の提供を行
うことで、外国人を受
け入れる地域づくりを
目指すとともに、すべ
ての市民が安心して暮
らし、自己の能力を発
揮できる「多文化共生
先進都市」としてのま
ちづくりを推進する。

アジ
ア交
流課

海外事務所の本市
地域企業への貢献
度

国際
政策
課

Ⅶ-1-
(2)-②
文化・ス
ポーツ交
流の拡大

34

【施策評価のみ】
文化や芸術、ス
ポーツを通じた
国際交流の推進

－― ―― 順調――

Ⅶ-2-
(2)-② 
海外の経
済事務所
の活用

35
中国ビジネスサ
ポート拠点整備
事業

アジ
ア交
流課

　駐大連北九州市経済
事務所及び駐上海北九
州市経済事務所を設
置・運営し、地元企業
のビジネスサポートや
進出支援を行うととも
に、本市と中国の都市
とのネットワークを形
成・強化する。

―

大変
順調

　海外事務所を利用した企業
数及び地域企業への貢献度と
もに目標を大きく上回ってい
るため、「大変順調」と判
断。

【評価理由】
　文化・スポーツ両面で国際
交流に取り組んでいることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　今後も文化・スポーツでの
交流を通じた国際交流によ
り、多くの市民と外国の方々
が触れ合える環境を整え、異
文化への理解促進を図る必要
がある。

大変
順調

人

人

職
員

0.20

0.05

59,11659,953
係
長

0.10 人

海外事務所を利用
した企業数

61,738

―

70％以上
（H26年度

～）

380社
（H31年
度）

Ⅶ-2-
(3)-② 
国際都市
にふさわ
しいまち
づくり

国際
政策
課

　「多文化を受け入
れ、世界に開かれた魅
力ある地域づくりと人
づくり」というビジョ
ンのもと、多文化共生
の社会づくりを推進す
るとともに、幅広い市
民による国際交流活動
を促進して諸外国との
相互理解や友好親善を
深め、国際平和に寄与
する開かれたまちづく
りを推進する。

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

　引続き、文化・スポーツで
の国際交流を進めていく。

　地元企業のビジネスサポー
トに取り組むとともに、中国
企業の本市誘致、環境分野に
おける市内企業のビジネス
マッチング、インバウンド対
策・強化等に取り組む。
　大連事務所は、平成31年に
友好都市締結40周年を迎える
ため、記念行事の準備を進め
る。

順調

【評価理由】
　九州の北部・中部をエリア
とするFM放送を活用し、広く
北九州市の多文化共生の取り
組みを紹介できたこと、ま
た、多文化共生をテーマにし
た地域事業が増えたことが、
多文化共生の認知度を高めた
要因と考えられることから
「順調」と判断。

【課題】
　多文化共生の取組みを積極
的に広報することで、啓発事
業への参加を促し、多文化共
生の理解者の広がりを図る必
要がある。
　協会職員の減員により地域
連携コーディネーターが兼任
職となったため、今後のマン
パワーの維持も課題である。

　多文化共生の理解者の広が
りや担い手の育成につなげて
いくため、多文化共生の取組
みを積極的かつ効果的に広報
していく。

【評価理由】
　海外事務所を利用した企業
数及び地域企業への貢献度と
もに目標を大きく超えている
ことから「大変順調」と判
断。

【課題】
　地元企業の中国進出支援・
地元産品の販路開拓などのビ
ジネスサポートに加え、増大
するインバウンド需要の積極
的な取り込みや、環境国際協
力事業を通じた中国での都市
ブランド確立が必要である。
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

16
市
町

実
績

16
市
町

達
成
率

100.0 ％

目
標

80 %

実
績

90 %

達
成
率

112.5 %

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

集計中

集計中
178.6万人
(H31年度)

0.10

0.20

1.30

課
長

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域の活性
化に資する連携
会議等での取組
の協議・検討

―

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討

関門地域連携戦
略会議について
は、地方創生推
進交付金を活用
した事業を協
議・検討する関
門地域連携推進
協議会に発展。

関門地域連携推
進協議会とそれ
に伴う両市企画
部門等の会議の

開催

69%
(H28年度)

―

―

90%
（H31年
度）

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

―

　本市と近隣自治体
（福岡県北東部の16市
町）で形成された、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」のブラン
ディング、プロモー
ション事業を行う。

北九州都市圏域内
の宿泊者数

177万人
（H27年度）

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H27年度)

人22,500

3,658万人
（H31年
度）

21,843

―

職
員

3,500

【評価理由】
　北九州地域連携懇談会等の
開催件数が目標を下回ってい
るものの、連携中枢都市圏ビ
ジョン掲載事業の実施割合や
近隣自治体との会議数は目標
に達していることから「順
調」と判断。

【課題】
　今後も県内周辺市町村との
連携を一層強化していく必要
がある。

人

人

人

順調

人

順調

順調

0.6533,991

職
員

13,300

課
長

17,400

　成果指標について、平成29
年度実績は集計中であるが、
平成28年度実績において観光
客数は目標を下回ったもの
の、宿泊者数では中期目標を
超える結果となったため、
「順調」と判断。

係
長

0.801,278 2,438

　地域連携懇談会等は圏域と
しての将来的な方向性を議論
する場である。その中で議論
のあったプロモーション事業
等の個別事業については、
「北九州地域連携懇談会プロ
モーション部会」などの場
で、より具体的な協議を行っ
た。地域連携懇談会等の開催
実績は目標の50％ではある
が、これは地域連携懇談会等
のほか、様々な場で協議を行
う体制が構築されたことによ
るものである。また、成果指
標であるビジョン掲載事業の
実施割合は目標どおり達成し
ている。
　また、下関市についても関
門地域連携推進協議会及び担
当部門会議を開催すること
で、連携を強化し、取組みを
深化させることができたた
め、「順調」と判断。

係
長

0.40

人

　国の進める「連携中
枢都市圏構想」に基づ
き、近隣16市町と連携
中枢都市圏「北九州都
市圏域」を形成した。
圏域の成長戦略として
策定した「都市圏ビ
ジョン」の推進を図
る。
　また、下関市との連
携については、県境を
越えた連携中枢都市同
士の連携の可能性を検
討していくものであ
る。

39
北九州都市圏域
連携事業

近隣市町との連携
協約の締結数

Ⅶ-3-
(1)-① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携

38
新たな広域連携
推進事業

政策
調整
課

政策
調整
課

　今後も県内周辺市町村との
連携を一層強化していく。

―

―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

16
市
町

実
績

16
市
町

達
成
率

100.0 ％

目
標

80 %

実
績

90 %

達
成
率

112.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

832,400
千
円

2,227,750
千
円

課
長

0.50 人

実
績

5,590,000
千
円

係
長

0.90 人

達
成
率

671.6 ％
職
員

0.80 人

集計中
9,505,405千円
（H28～H31年

度）

職
員

宿泊者数、日帰り
観光客数の増加に
伴う観光消費額の
増加額

―

―

41 22,000 20,459

69%
(H28年度)

―

順調

　地域連携懇談会等は圏域と
しての将来的な方向性を議論
する場である。その中で議論
のあったプロモーション事業
等の個別事業については、
「北九州地域連携懇談会プロ
モーション部会」などの場
で、より具体的な協議を行っ
た。地域連携懇談会等の開催
実績は目標の50％ではある
が、これは地域連携懇談会等
のほか、様々な場で協議を行
う体制が構築されたことによ
るものである。また、成果指
標であるビジョン掲載事業の
実施割合は目標どおり達成し
ている。
　また、下関市についても関
門地域連携推進協議会及び担
当部門会議を開催すること
で、連携を強化し、取組みを
深化させることができたた
め、「順調」と判断。

係
長

0.80 人

0.20 人

0.40

課
長

人

【評価理由】
　北九州地域連携懇談会等の
開催件数が目標を下回ってい
るものの、下関市との会議・
協議の開催件数や、連携中枢
都市圏ビジョン掲載事業の実
施割合は目標に達しているこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく必要があ
る。

90%
（Ｈ31
年度）

　観光消費額の増加額につい
ては集計中であるが、地元ス
テークホルダーの参画を得る
とともに、WEB閲覧数が増加
し、認知度が向上しているた
め、「順調」と判断。

2,438

順調

順調

61,570 20,750

13,3001,278

―

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

関門地域連携推
進協議会とそれ
に伴う両市企画
部門等の会議の

開催

Ⅶ-3-
(1)-②
近隣主要
都市との
都市間連
携

40
新たな広域連携
推進事業

政策
調整
課

　国の進める「連携中
枢都市圏構想」に基づ
き、近隣16市町と連携
中枢都市圏「北九州都
市圏域」を形成した。
圏域の成長戦略として
策定した「都市圏ビ
ジョン」の推進を図
る。
　また、下関市との連
携については、県境を
越えた連携中枢都市同
士の連携の可能性を検
討していくものであ
る。

関門地域魅力向
上事業

政策
調整
課

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

　下関市と連携して、
関門地域の魅力を官民
協働でブランド化し、
関門ファンや宿泊型滞
在観光客の増加を図
る。

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討

―

関門地域の活性
化に資する連携
会議等での取組
の協議・検討

関門地域連携戦
略会議について
は、地方創生推
進交付金を活用
した事業を協

議・検討する関
門地域連携推進
協議会に発展。

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

―

近隣市町との連携
協約の締結数

3,500

―

　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

26
都
市

26
都
市

実
績

26
都
市

26
都
市

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

1 回 1 回

実
績

1 回 1 回

達
成
率
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目
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実
績

1 回 1 回

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

3,600

人

人

―

課
長

【評価理由】
　九州地域などにおける交流
連携都市数や、西九州軸及び
東九州軸での連携事業実施回
数が目標に達していることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　今後も九州の各地域との連
携を一層強化していく必要が
ある。

3,075 順調
　東西九州軸における連携事
業を予定どおり実施したた
め、「順調」と判断。

0.10 人 順調
係
長

0.05

職
員

連携事業の実施
（東九州軸での活
動）

―

―
26都市
（H31年
度）

5,7154,949

0.20

― ―

Ⅶ-3-
(2)-② 
九州各地
域などと
の連携
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広域行政推進事
業

政策
調整
課

連携事業の実施
（西九州軸での活
動）

【西九州軸連携】
　九州と本州の結節点
である地の利点を活か
しながら、鹿児島県南
九州市との都市間交流
の推進や、九州新幹線
沿線自治体（鹿児島
市、熊本市、福岡市）
との四都市連携により
九州の一体的な発展と
アジアの巨大都市と対
等に渡り合うため、西
九州軸の広域連携の強
化を図るものである。

【東九州軸連携】
　東九州軸では東九州
自動車道全線開通を見
据え、京築地域や大
分・宮崎・鹿児島の都
市との連携構築に取り
組む。

九州地域などにお
ける交流・連携都
市数（累計）

　今後も九州の各地域との連
携を一層強化していく。
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